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第１ 資格審査制度の概要 

１．資格審査の概要 

当社の資格審査は、当社が発注する調査等の競争入札に参加するために必要な資格を定め、発注する調査等

の内容に応じた資格を持つ者による公正な入札の執行を確保し、業務の円滑な遂行を図ることを目的として行

っています。 

 

２．資格審査の方法 

当社の資格認定を希望する方は、資格審査申請書類（以下「申請書類」という。）を作成し提出します。当社

は、提出いただいた申請書類に基づいて資格審査を行い、 この審査の結果、資格を有すると判断した方を「有

資格者名簿」に登録いたします。 

調査等の主な資格審査内容は以下の通りで、詳細については「工事等競争参加資格登録要領」に定めていま

す。 

①欠格要件（2ページ参照）に該当しないことを調査します｡ 

②希望する業種区分ごとに年間平均実績高、純資産額、業種区分別の有資格者数、事業年数について審査を

行い、点数算出し、それらの点数を合算した総合点数を算出します｡ 

③入札参加資格停止措置を講じられた者については、当社の規定により、総合点数から減点を行います。 

 
A：年間平均実績高の点数(30～10 点) 

B：純資産額の点数（30～10 点） 

C：有資格者数の点数（30～10 点） 

D：事業年数の点数（30～10 点） 

E：入札参加資格停止による減点 

 

３．資格認定の通知・認定日等 

資格認定は、提出された申請書類を基にそれぞれの申請者についての資格審査を行い、資格認定の適否の判

断を行った後に行います。 

(1)資格認定の通知 

資格認定の通知は、「有資格者名簿」を当社ホームページに公表することより行います。 

資格認定通知書の発送はいたしません。 

HP アドレス（有資格者名簿）： https://corp.w-nexco.co.jp/procurement/contest/licensee/ 

(2)有資格者名簿による公表内容 

有資格者名簿による公表内容は、業者コード、商号又は名称、代表者氏名、住所、入札参加資格停止によ

る減点及び総合点数です｡ 

(3)認定日 

定期受付・・・令和 9 年 4 月 1 日 

随時受付・・・令和 9 年 5 月 1 日以降 

(4)資格の有効期間 

資格の有効期間は、認定日にかかわらず令和 11 年 3月 31 日までです。 

《総合点数の算定方法》 

下記 A～D の 4 項目につき、3～5 段階に区分し、点数を付与します。 

総合点数 ＝  3×A＋B＋5×C＋D－E 
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第２ 資格審査申請の手順 

１．資格審査の申請ができない方 

次の欠格要件(1)～(11)に該当する方は、申請書類を提出できません｡申請書類を提出いただいても、資格認

定いたしません。 

 

《欠格要件》 

(1)契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。ただし、未成年者、被保佐人又は被補

助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者については、この限りではありません。 

(2)経営状態が著しく不健全であると認められる者 

(3)次の各号の一に該当すると認められる者でその事実があった後 3 年を経過しない者（これを代理人、支

配人その他の使用人として使用する者についても同様とする。）であって、特に悪質であると認められる

者 

(ｲ)契約の履行に当たり故意に履行を粗雑にし、又は材料等の品質若しくは数量に関して不正の行為をし

た者 

(ﾛ)公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

(ﾊ)落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

(ﾆ)監督又は検査の実施に当たり当社社員の職務の執行を妨げた者 

(ﾎ)正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

(ﾍ)当社に提出した書類に虚偽の記載をした者 

(ﾄ)その他当社に著しい損害を与える等、契約の相手方とすることが不適当と認められる者 

(4)(3)に該当する者を入札又は見積りの代理人として使用した者 

(5)競争参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）若しくは添付書類又はインターネット受付に

かかる申請用データの中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事実について記載しなかった

者 

(6)「競争参加資格審査申請に伴う不正行為等防止約款」に同意しない者（32 ページ参照） 

(7)事業に関し法律上必要とする資格を有しない者 

(8)当社から資本の全部又は一部の出資を受けている者 

(9)裁判所その他の公的紛争処理機関に係属している事件（西日本高速道路株式会社契約規程（平成 17 年規

程第 13 号）第 2 条に定める契約に係るものに限る。）の相手方であり、かつ、当該事件における契約違反

の有無その他の対立する利害の重大性を勘案して取締役が契約の相手方として不適当であると特に認め

た者 

(10)警察当局から、暴力団員等が実質的に経営を支配する又はこれに準ずる者として公共工事等からの排除

要請が行われ、その状態が継続している者 

(11)調達の公平性及び信頼性を阻害する等契約の相手方として不適当であると認められる者 
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２．受付の種類及び申請方法 

申請の受付は、定期受付と随時受付があります。 

また、申請方法は、インターネット方式（定期受付）及び電送方式（随時受付）です。 

○定期受付・・・原則「インターネット方式」により申請書類を受け付けるもの。 

認定日は、令和 9 年 4 月 1 日です。 

○随時受付・・・原則「電送方式（当社ホームページからの指定の方法に限る。）」により申請書類を受け付

けるもの。 

インターネット方式による申請はできません。 

認定日は、令和 9 年 5 月 1 日以降です。 

(1)インターネット方式（定期受付）による申請 

インターネット方式による申請受付は、インターネット一元受付方式により実施しています。 

申請方法など詳細な手続等は、国土交通省ホームページに掲載されている「インターネット一元受付に関す

る「申請書作成の手引き」」をご確認ください。 

なお、当社でのインターネット方式による申請は、定期受付のみで実施しております。 

 

①  インターネット方式のスケジュール 

 

※ システム稼働時間 平日 9：00～17：00 

（土曜日、日曜日、祝日、年末年始（12月 29日～1月 3日）の終日及び平日の 17:00～翌 9:00 の間は、シ

ステムを運休しておりますので、ご注意ください。） 

※１ 添付書類を送付しなければパスワードは発行されません。また、パスワード発行申請を行わなければ､

インターネット方式による申請を行うことができません。 

令和 8 年 12 月 28 日（月）17：00 までに、必ずパスワードの申し込み及び添付書類の郵送を終えてくださ

い。（当日消印有効） 

※２ インターネット方式による申請を行うには、令和 9 年 1 月 15 日（金）17:00 までに申請用データ送信

手続き（「確定」処理まで）を終えてください。 

② インターネット方式の受付アドレス 

 

③ インターネット方式での申請ができない場合 

次の例などに該当する場合などは、インターネット方式を利用することはできません｡ 

詳しくは、「インターネット一元受付に関する「申請書作成の手引き」」をご確認ください。 

 

●インターネット方式で対応していない申請 

○会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)・民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)に基づく更生・再生手続開

始決定を受けた者で、競争参加資格の再認定を受けていない場合  

インターネット一元受付に関する「申請書作成の手引き」（国土交通省 HP） 

https://www.mlit.go.jp/chotatsu/shikakushinsa/index.html 

・パスワード発行申請受付（※１） 令和 8年 11月 2日（月）～令和 8年 12月 28日（月） 

・添付書類等の郵送期間（※１） 令和 8年 11月 2日（月）～令和 8年 12 月 28日（月） 

・申請用データの受付（※２） 令和 8年 12月 1日（火）～令和 9年 1 月 15日（金） 

・ヘルプデスクの開設  令和 8年 11月 2日（月）～令和 9年 1 月 15日（金） 

インターネット受付専用ホームページアドレス 

（令和 8 年 11 月 2 日（月）～令和 9 年 1 月 15 日（金）） 

https://www.pqrc.mlit.go.jp 
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(2)インターネット方式では対応していない定期受付による申請 

上記記載のインターネット方式で対応していない申請は、郵送（書留郵便）等（※）で申請書を送付する

ことにより行うものです。 

※民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律第 99 号）第２条第６項に規定する一般信書

便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便で書留

郵便と同等のものを含みます。 

① 申請書類の受付期間 

令和8年12月1日（火）～令和 9年1月29日（金） ※当日消印有効 

② 申請書類の入手方法 

○当社のホームページから申請書類をダウンロードしてください。 

NEXCO 西日本 HP（調達・お取引）： https://corp.w-nexco.co.jp/procurement/contest/ 

③ 申請書類の送付方法 

○下記送付先に郵送（書留郵便）等で送付してください。 

○郵送等をする封筒の表・左下に朱書きで｢資格審査申請書類在中｣と明記してください。 

④ 申請書類の送付先 

 
※NEXCO 東日本及び NEXCO 中日本に対しては、各会社へ個別に申請してください。転送、連絡等は一切行

いません。 

(3)電送方式（随時受付）による申請 

電送方式（随時受付）による申請は、当社ホームページから指定の方法により申請書を電送することによ

り行うものです。 

①  随時申請書類の受付期間 

令和9年2月1日（月）～令和 10 年 12月 15日（金） 

② 随時申請書類の入手方法 

○上記（2）②「申請書類の入手方法」と同じです。 

③ 随時申請書類の送付方法 

○随時受付は、原則として電送方式によるものとする。申請書類は、変更届は Excel ファイル、添付書類

は PDF ファイルに各々１つのファイルにまとめて、当社ホームページの「競争参加資格審査申請書（工

事、調査等）送信フォーム」から電送してください。 

④ 認定までに要する期間 

○申請書類の受理後およそ 45 日以内。 

  

西日本高速道路株式会社 財務部 契約審査課（資格審査担当） 

〒530-0003 大阪府大阪市北区堂島 1－6－20 堂島アバンザ 19 階 

TEL：06-6344-7065 FAX：06-6344-7445 

問合せ時間：10 時 00 分～12 時 00 分及び 13 時 00 分～16 時 00 分 

※ただし、土日祝日及び年末年始（12 月 29 日～1 月 3 日）を除く 
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⑤ 緊急認定について 

○資格審査申請書類の提出時において、45 日以内に開札する入札案件に参加予定の場合は、上記④「認定

までに要する期間」にかかわらず、速やかに資格審査を行い、資格認定を判断します。 

ただし、申請書類の提出時において、15 日以内に開札する入札案件に参加予定の場合は、資格審査がで

きない場合がありますので、上記(2)④「申請書類の送付先」にお問合せ願います。 

○緊急認定として申請する場合は、申請書類の様式１の空欄部に参加予定の調査等の件名・開札日・連絡

先メールアドレスを記入のうえ、必ず「参加表明書」の写しを添付してください。 

資格認定した場合は、連絡先電話番号若しくはメールアドレスに認定日、認定された業種、総合点数を

通知いたします。 

⑥ その他 

○随時受付では、申請日を令和 9 年 1 月 31 日以前とする資格審査申請書類の受付はできません。 

申請日を、令和 9 年 2 月 1 日以降として申請を行ってください。 

 

３．申請にあたっての注意事項 

(1)申請書類に虚偽の申請をした場合、又は重要な事実の記載をしなかった場合には、競争参加資格の認定が

受けられず、また、認定後発覚した場合には、取り消されることがあります。 

(2)同一会社において、異なる方式（インターネット方式と文書郵送方式の両方の方式等）で重複して申請され

るケースが見受けられます。申請にあたっては、社内（本社・支社間、部署間など）で調整のうえ、重複の

無いよう申請してください。 

万が一、重複申請があった場合は、インターネット方式又は電送方式の内容を優先いたします。 

(3)一度受付した資格審査の書類については、一切修正することはできませんので、内容を十分に確認したう

えで申請してください。（インターネット方式のみ、期間内（令和9年1月15日（金）まで）の一定の条件の

もと、例外的に認められています。） 

(4)資格認定の取り下げについては、申請者の方の自由です。 

ただし、資格の有効期間内にもかかわらず認定を受けた資格について取り下げた場合、同一有効期間内は当

該資格について再度の申請をすることは認められません。 

また、申請書類を一度提出した場合、資格認定を受ける以前であっても、当該申請を取り下げた場合につい

ては、認定後と同様に当該有効期間内での再度の申請をすることは認められませんので、ご注意ください。

（ただし、インターネット方式における一定期間内（令和9年1月15日（金）まで）での申請データの削除は

除きます。） 

(5)後日、当社より申請内容について、お問い合わせする場合がございますので、申請者において必ず申請書類

の控えを保管してください。 

(6)申請書類等の送達に関するお問い合わせには応じかねます。ただし、電送方式による場合は、送信フォーム

に入力頂いたメールアドレス宛に、受付のお知らせを送信しています。 

※返信用封筒・葉書を同封いただいた場合でも、返送はいたしません。 

(7)資格認定通知書の発送はいたしません。資格認定の通知は、「有資格者名簿」を当社ホームページに公表す

ることより行います、当社ホームページをご確認ください。 

(8)NEXCO 東日本及び NEXCO中日本など、当社以外の機関に関する申請書類は受け付けません。他機関への申請

については、各機関へお問い合わせください。なお、送付された他機関に関する申請書類等は、原則返送す

ることなく全て廃棄いたします。 

 

４．申請書類の取り扱い 

当社は、競争参加資格申請により知り得た情報（個人情報を含む）を競争参加資格の審査以外の目的には利

用いたしません。 

ただし、当社では、入札に関するお知らせをメール配信しています。この目的のために申請いただいた営業

担当者様等窓口となる方のメールアドレスに、入札に関するお知らせメールを配信することがあります。 
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第３ 会社・個人事業者の申請方法 

１．資格審査の申請ができる方 

欠格要件（2 ページ参照）に該当しない方は申請できます｡ 

ただし、次の業務を希望する場合において、次に掲げる条件を満たしていない方は申請できませんので、ご注

意ください。 

(1)「測量一般」及び「航空測量」については、測量法第 55 条による測量業者の登録を受けていること。 

(2)「環境調査」のうち、濃度測定、音圧レベル測定及び振動加速度レベル測定を行う場合は、計量法第 107 条

による計量証明事業者の登録を受けていること。 

(3)「建築設計」については、建築士法第 23 条による建築士事務所の登録を受けていること。 

(4)「土地評価業務」のうち、不動産鑑定を行う場合については、不動産の鑑定評価に関する法律第 22 条によ

る、不動産鑑定業者の登録を受けていること。 

 

２．申請書類（入手方法は 4 ページに記載してあります） 

申請書類は、次のとおりです。様式が定められているものは、所定の様式で提出してください。 

 
申請者が測量法に基づく測量業者の登録を受けた者で、測量法第 55 条の８の規定に基づく書類（財務に関

する報告書）を提出し建設関連業の登録業者に関する情報提供システムに登録がある場合、又は申請者が建設

コンサルタント登録規程、地質調査業者登録規程及び補償コンサルタント登録規程の登録業者で、各登録規程

による現況報告書を提出し建設関連業者閲覧システムに登録がある場合、各登録規程に対応する当社の業種区

分（※１参照）のみを希望する場合は、上記、②～⑥の提出を省略できます。 

なお、建設関連業の登録業者に関する情報提供システムに掲載されている情報（登録番号、登録年月日、決

算日等）が最新のものでない場合は、②～⑥の省略はできません。 

 

建設関連業の登録業者に関する情報提供システム（測量業） URL 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000059.html 

 

建設関連業者閲覧システム（建設コンサルタント、地質調査業、補償コンサルタント） URL 

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk2_00

0001_00046.html 

詳細は、Ｐ１２の添付書類省略化フローをご確認ください。 

① 競争参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等） ･･････ 様式１ 

② 営業所一覧表     ･･････ 様式２ 

③ 技術者経歴書     ･･････ 様式３ 

④ 登記事項証明書の写し 

⑤ 事業上必要な登録証明書の写し 

⑥ 財務諸表類（株主資本等計算書・個別注記表含）（直近１年分） 

⑦ 納税証明書の写し 

⑧ 委任状（行政書士等が代理申請する場合。なお、委任者の押印が必要。P21 参照） 

※⑤の事業上必要な登録証明書の写しは下記のとおりとします。 

希望する業務 必要な登録証明書の写し 

「測量一般」、「航空測量」 測量業者登録証明書 

「環境調査」のうち、濃度測定、音圧レベル測定、

振動加速度レベル測定、特定濃度測定を行う場合 
計量証明事業者登録証明書 

「建築設計」 建築士事務所登録証明書 

「土地評価業務」のうち、不動産鑑定を行う場合 不動産鑑定業者であることを証する書面 

※①～⑧の書類をその順序で、①～③を１つの Excel がファイルに、④～⑧を１つの PDF ファイルに

まとめて、当社ホームページの「競争参加資格審査申請書（工事、調査等）送信フォーム」から電

送してください。 

※委任状の委任者を除いて押印は不要です。 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000059.html
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk2_000001_00046.html
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk2_000001_00046.html
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３．提出部数 

「２．申請書類」①～⑧の提出部数は、１部です。 

 

４．申請書類の作成方法 

(1)申請書の記載事項の審査基準日は、申請しようとする日の直前の事業年度の終了日（ただし、営業所一覧表

［様式 2］については申請日現在）とし、この審査基準日の状況で記載してください｡ 

(2)様式は Excel ファイルをダウンロードし、パソコンで入力してください。その際、様式及び書式を変更し

ないでください。なお、やむを得ず PDF ファイルをダウンロードして手書きで記載する場合は、容易に消す

ことができない黒色のインクペン、ボールペン等を使用（鉛筆や消せるペンなど容易に消せるものは不可）

し、かい書で明瞭に記載してください。（読解不可の場合等は再度提出していただくことがあります。） 

(3)申請書類に用いる文字はＪＩＳ第一水準・第二水準に規定されているものとし、それ以外の漢字について

は、類似漢字若しくは仮名に書き換えて下さい。 

【例】 髙⇒高、﨑⇒崎、濵⇒浜・濱など 

(4)申請書類は、全ての添付書類についてＡ４版とします。 

(5)申請書に記載する「担当者」については、申請書類の内容や会社の業務内容について種々質問することがあ

りますので、記載内容等についての説明が十分できる方を記載してください。 

(6)各申請様式の「※」の欄及び「斜線」部分には何も記載しないでください｡ 

(7)申請書類を作成後、33 ページの「申請の事前チェック」により十分に確認してください。 

 

５．申請書類の記載要領 （13～19 ページの記載例も参考にしてください） 

「① 競争参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）」［様式１］ 

この申請書は、本社（店）で作成してください。したがって、申請者は、本社（店）の代表者となります。 

(1) 01 新規／更新 欄については、過去に一度でも当社に登録していた場合、または、令和 9・10 年度の資

格認定を受けている方が業種の追加申請をする場合は、「更新」を、それ以外の場合は、「新規」をプルダウ

ンから選択してください。 

(2) 03 業者コード 欄については、前記(1)で「更新」を選択した申請者は、①「過去に当社から交付された

「競争参加資格認定通知書」」または②「有資格者名簿」に記載されているコード番号（10 桁）を左詰めで

記載してください。なお、前記(1)で「新規」を選択した申請者は空欄としてください。 

(3) 04ＴＥＣＲＩＳコード 05ＰＵＢＤＩＳコード 欄については、ＴＥＣＲＩＳ及びＰＵＢＤＩＳに登録を

している場合にのみ記載してください｡ 

（(重要)ＴＥＣＲＩＳ[JACIC]への登録実績がある場合は、必ずご記入ください。） 

ＴＥＣＲＩＳコードは、ＴＥＣＲＩＳ登録時において（一財）日本建設情報総合センター（ＪＡＣＩＣ）よ

り返信された「ＴＥＣＲＩＳ代表部署・登録企業情報（会社固有情報）登録完了のお知らせ」の左上部にあ

る会社コード（10 桁）を記載してください｡ 

ＰＵＢＤＩＳコードについても、ＴＥＣＲＩＳ同様、記載するコード番号は、（一社）公共建築協会より返信

された会社コード（8 桁）を記載してください｡ 

(4) 07 適格組合証明 欄には、官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和 41 年法律第 97

※１ 各登録規程に対応する当社の業種区分 

○建設コンサルタント登録規程に対応する当社の業種区分 

「環境調査」「交通量調査・解析」「道路設計」「橋梁設計」「トンネル設計」「標識設計」「その他土木

設計」「造園設計」「土木施工管理」「造園施工管理」「土木保全点検」「品質管理業務」「維持修繕調査」

「関連公共事業・施設調査」 

○地質調査業者登録規程に対応する当社の業種区分 

「地質・土質調査」 

○補償コンサルタント登録規程に対応する当社の業種区分 

「権利調査」「土地評価業務」「物件等調査」「事業損失関係調査」「補償関連業務」 
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号）第 2 条第 1 項第 4 号に該当する組合のみ記入します。経済産業局長又は沖縄総合事務局長が発行する官

公需適格組合証明書の取得年月日及び番号を記載してください。 

(5)申請日には発送年月日を記載して下さい。 

(6) 08 本社（店）郵便番号 の欄には、本店所在地の郵便番号を記載してください。 

(7) 09 法人番号 の欄には、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成 25 年法律第 27 号）第 58 条第 1 項又は第 2 項の規定により法人番号の指定を受けた場合に国税庁長官か

ら通知された法人番号（13 桁）を記載してください。 

(8) 10 本社(店)住所 から 13 担当者氏名 までの各欄は、次により左詰で記載してください。 

①フリガナの欄は、カタカナで記載してください。 

なお、 10 本社（店）住所 欄の都道府県名及び 11 商号又は名称 欄の株式会社等法人の種類を表す文

字については、フリガナは記載しないでください。 

② 10 本社（店）住所 欄での丁目、番地は、「－（ハイフン）」により省略して記載してください。 

③ 11 商号又は名称 欄での法人の種類を表す文字については、下表の略号を用いてください。 

株式 

会社 

有限 

会社 

合資 

会社 

合名 

会社 

協同 

組合 

協業 

組合 

企業 

組合 

合同 

会社 

(株) (有) (資) (名) (同) (業) (企) (合) 

有限責任 

事業組合 

一般財団 

法人 

一般社団 

法人 

公益財団 

法人 

公益社団 

法人 

(責) （一財） （一社） (公財) (公社) 

④ 12 役職・代表者氏名 及び 13 担当者氏名 欄での氏名（フリガナを含む。）については、姓と名前と

の間は 1 文字あけてください。４(3)にご注意ください。 

⑤ 13 担当者氏名 欄については、申請内容を把握している担当者（当方からの質問に答えられる方）を記

載してください。 

⑥ 14 本社(店)電話番号 15 担当者電話番号 16 本社(店)ＦＡＸ番号 欄での市外局番、市内局番及び

番号については、それぞれ「－(ハイフン)」で区切り、( )は用いないでください。 

(9) 17 お知らせメールアドレス 欄については、当社では、入札に関する連絡手段としてメールを使用して

います。このために、営業担当者様等窓口となる方のメールアドレスの登録をお願いします。 

(10) 17 申請代理人 欄は、行政書士等が代理申請を行う場合にのみ使用します｡ 

なお、申請者の従業員が代表者に代わって申請書を提出する場合は本欄への記載は不要です｡ 

※本欄を使用して代理申請を行う場合には申請者から申請代理人への委任状（P21 参照）を添付して下さい｡ 

(11) 19 登録を受けている事業 欄については、次の区分に従い、それぞれ該当する場合に記載してください。

なお、記載する場合は、該当する登録証明書を添付してください。 

測量業者 測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 55 条による登録を受けている場合 

建築士事務所 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条による登録を受けている場合 

建設コンサルタン

ト 

建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建設省告示第 717 号）第 2 条による

登録を受けている場合 

地質調査業者 
地質調査業者登録規程（昭和 52 年建設省告示第 718号）第 2 条による登録を

受けている場合 

補償コンサルタン

ト 

補償コンサルタント登録規程（昭和 59 年建設省告示第 1341 号）第 2 条によ

る登録を受けている場合 

不動産鑑定業者 
不動産の鑑定評価に関する法律（昭和 38 年法律第 152 号）第 22 条による登

録を受けている場合 

土地家屋調査士 

土地家屋調査士法（昭和 25 年法律第 228 号）第 8 条による登録を受けている

場合（土地家屋調査士が 2 人以上所属しているときは、1 人のみについて記

載してください。） 

司法書士 司法書士法（昭和 25 年法律第 197 号）第 8 条による登録を受けている場合 

計量証明事業者 計量法（平成 4 年法律第 51 号）第 107 条による登録を受けている場合 
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(12) 20 測量等実績高 の各欄については、次により記載してください。 

①「②直前２年度分決算」及び「③直前１年度分決算」欄には、当社の業種区分（31 ページ参照）のうち希

望業種区分ごとに実績高を記載してください。（決算が 1 事業年度 1 回の場合には、「②直前２年度分決

算」及び「③直前１年度分決算」の各欄は、当該左右欄のうち右欄のみに記載してください。） 

なお、「③直前１年度分決算」とは基準日直前に確定した決算を含む過去 1 年間の決算を、「②直前２年度

分決算」とは直前 1 年度分決算の前の 1 年間の決算をそれぞれいいます。 

また、個人企業から会社組織に移行した場合や他の企業を吸収した場合等にあっては、移行前の企業体、

吸収前の企業体等の実績（ただし、申請者が行っている事業に係るものに限ります。）を含めた実績を記

載してください。 

②「④直前 2 か年間の年間平均実績高」の欄には、「②直前２年度分決算」の欄と「③直前１年度分決算」の

欄との実績高を合計した額を 2 で除して得た額（千円未満四捨五入。ただし、縦計があわない場合はいず

れかの業種区分で端数調整。）を記載してください。なお、縦計があわない場合の端数調整が申請者にお

いてなされていない場合、当社にて端数調整が可能な業種のうちコード番号が最も小さい業種で端数調整

を行います。 

※ 実績がない業種区分を希望するときは、「0」と記載してください。 

③各々の金額については、消費税及び地方消費税を含まない額とします。 

また、希望する業種区分以外の調査等の業種の実績高は「希望しない調査等の業種実績」の欄にその額を

記載してください。 

なお、「希望しない調査等の業種実績」には、調査等以外の建設工事及び物品の販売等の兼業売上高は含

みません。 

④審査基準日直前 2 年間の各事業年度に含まれる月数の合計（以下「合計月数」という。）が 24 ヶ月に満た

ない場合における「直前２か年間の年間平均実績高」は、次の方式で算出した額を記載してください。 

 

⑤「⑤申請希望」欄については、希望業種ごとに○印を記載し、その数を合計の欄に記載してください。 

(13) 21 有資格者数(人) 欄については、当社が指定する資格者（15 ページ参照）の範囲に従い当該職員数

を記載してください。記載する有資格者数は自社の常勤職員のみとし、非常勤職員、友好・協力関係にある

別企業の職員等は記載しないでください。なお、1 人で 2 以上の資格を有している者がある場合は、重複し

て計上してください。ただし、一級・二級・三級、士・士補等の資格を有している場合は上位のもののみ計

上してください。 

また、最下記入欄の「有資格者数合計」は、ＥＸＣＥＬ様式の場合は自動計上されます。PDF 様式で手書き

の場合は各有資格者数の合計を記入してください。 

(14) 22 建設コンサルタント、補償コンサルタント及び計量証明登録業者の登録部門 欄には、建設コンサル

タント登録規程及び補償コンサルタント登録規程に基づいて登録を受けている部門及び計量法による計量

証明事業者の登録について、次に掲げる登録部門に対応する番号に○印を付してください。 

なお、19 登録を受けている事業 欄に記載していない場合は記入しないこと。 

 

(ｲ)  営業年度の変更により合計月数が 24 ヶ月に満たない場合 

Ｃ Ｂ Ａ 

決 12 か月 決 12 か月 決 9 か月 決 審 申 
算 算 算 算 査 請 
日 日 日 日 基 日 

準 
日 

直前 2 年の各営業年度の合計月数･･･････････（Ａ＋Ｂ＝21 か月） 
不足月数    24－21＝3 か月 

 Ａ＋Ｂ＋（Ｃ×３/１２）   ＝直前２か年間の年間平均実績高 
２ 

(ﾛ)  新規に営業を開始したことにより合計月数が 24 ヶ月に満たない場合 

計算式 各営業年度の実績高の合計額 ×１/２ ＝直前２か年間の年間平均実績高 

計算式 
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建設コンサルタント業務 

番号 登録部門 番号 登録部門 番号 登録部門 

1 河川、砂防及び海岸海洋 2 港湾及び空港 3 電力土木 

4 道路 5 鉄道 6 上水道及び工業用水道 

7 下水道 8 農業土木 9 森林土木 

10 水産土木 11 廃棄物 12 造園 

13 都市計画及び地方計画 14 地質 15 土質及び基礎 

16 鋼構造物及びコンクリート 17 トンネル 18 施工計画、施工設備及び積算 

19 建設環境 20 機械 21 電気電子 
 

補償コンサルタント業務 

番号 登録部門 番号 登録部門 番号 登録部門 

22 土地調査 23 土地評価 24 物件 

25 機械工作物 26 営業補償・特殊補償 27 事業損失 

28 補償関連 29 総合補償   
 

計量法による計量証明事業者 

番号 登録部門 番号 登録部門 番号 登録部門 

30 濃度測定（大気） 31 濃度測定（水土壌） 32 音圧レベル測定 

33 振動加速度レベル測定 34 特定濃度測定   

(15) 23 自己資本額 の各欄については、次により記載してください。 

①「①株主資本」欄には、払込済資本金に新株式申込証拠金、資本剰余金、利益剰余金、自己株式申込証拠

金を加え自己株式を減じた額を記載してください。（有限会社である場合においては、出資払込金、出資

申込証拠金の額） 

組合にあっては組合の基本財産と組合員の払込資本金に、利益剰余金を加えた額の合計額を記載してくだ

さい。 

※個人の場合は「⑤計」欄に、純資産合計（期首資本金＋事業主利益＋事業主借勘定－事業主貸勘定）の

額を記載してください。 

②「②評価・換算差額金」欄には、その他有価証券評価差額金、繰延ヘッジ損益、土地再評価差額金があっ

た場合には、その合計額を記載してください。 

③「③新株予約権」欄には、新株予約権があった場合にはその額を記載してください。 

④「④株式引受権」欄には、株式引受権があった場合にはその額を記載してください。 

⑤外資系企業の場合には、「①株主資本」の合計欄の上段（ ）内に外国資本の額を内数で記載してくださ

い。 

(16) 24 損益計算書 欄の「税引前当期利益」欄は、直前 1 年度分決算によって記載してください。 

(17) 25 貸借対照表 欄の「①流動資産」、「②流動負債」、「③固定資産」及び「④総資本額」の各欄は、直前

1 年度分決算によって記載してください。 

(18) 26 経営比率 欄の「①総資本純利益率」、「②流動比率」及び「③自己資本固定比率」の各欄の記載は必

要ありません。 

(19) 27 外資状況 欄については、外資系企業（日本国籍会社を含む。）の場合に該当する会社区分の番号（1 

2 3 のいずれか）に○印を付するとともに、［ ］内に外国名を、（ ）内に当該国の資本の比率をそれぞれ

記載してください。 

なお、「2．日本国籍会社（比率 100%）」とは 100 パーセント外国資本の会社を、「3．日本国籍会社」とは一

部外国資本の会社をそれぞれいいます。 

(20) 28 事業年数等 の「④事業年数」欄には、競争参加資格希望業種に係る事業の開始日（2 業種以上のと

きは最も早い開始日）から基準日までの期間を記載してください。ただし、当該事業を中断した期間がある
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場合は､その期間を控除した期間（1 年未満切捨て）を記載してください。なお、年月日については、西暦で

記入してください。 

(21) 29 常勤職員の数 の「①技術職員」及び「②事務職員」の各欄には、基準日の前日において常時雇用し

ている従業員のうち専ら測量等業務に従事している職員の数を、「③その他の職員」の欄にはそれ以外の職

員の数を記載してください。また、「④計」の欄には、法人にあっては常勤役員の数を含めたものを、個人に

あっては事業主を含めたものをそれぞれ記載し、「⑤役職員等」の欄には、常勤役員又は事業主の数を内数で

記載してください。 

なお、本項における「常時雇用」及び「常勤」とは、申請者に従事し、かつ客観的な判断事項（定期・定額

給与の支払対象者、社会保険料の納付対象者であること等）を有することをいいます。 

※ 非常勤職員、友好・協力関係にある別企業の職員を、混同して記載される方が見受けられます。「21 有

資格者数（人）」欄も同様ですが、あくまでも自社の常勤職員数のみを記載してください。 
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 No 掲載内容が申請内容 
   と異なっている 

 Yes 掲載内容は申請内容 
    と一致している 

パターン１： 

登録情報と申請項目が一致 

登録情報と申請項目が一致した

業種は、添付書類の一部の提出

を省略
※ 

できます 
＜提出書類＞ 

■添付書類届出書 

■提出書類チェックリスト 

■登記事項証明書 

■納税証明書（その 2、その 3等） 

※省略可能書類 

■財務諸表（１年分） 

■測量業者登録証明書 

■建設コンサルタント登録証明（通知） 

■地質調査業者登録証明（通知） 

■補償コンサルタント登録証明（通知） 

「建設関連業システム」活用による添付書類省略化フロー 

Ｃ 競争参加資格(インターネット申請)の申請項目と、Ｂのシステムに掲載された登録情報は一致していますか？ 
 ※ 測量業の方：「建設関連業の登録業者に関する情報システム」は登録情報の更新頻度が月 1 回のため、の最新の登録情報が反映されていない場合があります。 

Ｂ 上記の登録申請後、以下のシステムに登録情報が掲載されていることを確認できましたか？ 

パターン３： 

登録手続未済・未実施 

システム未登録の業種は添付書類を省略

できませんので、以下の資料を提出願い

ます。 
＜提出書類＞ 

■添付書類届出書 

■提出書類チェックリスト 

■登記事項証明書 

■財務諸表（1 年分） 

■納税証明書（その 2、その 3等） 

なお、測量業の方は測量業者登録が資格

申請手続きの必須条件ですので、速やか

に登録申請をお願いします 

 No 登録申請は済んでいない 

パターン２： 

登録情報と申請項目が不一致 

お手数ですが、不一致部分について修正手続き等を行っていただ

き、正しい情報がシステムに登録されていることをご確認の上、

資格申請手続きをお願いします。 

Ａ 競争参加資格(インターネット申請)に先立ち、建設関連業の登録申請（変更、更新申請を含む）はお済みですか？ 

① 建設コンサルタント、地質調査業及び補償コンサルタントの方 ⇒ 建設関連業者閲覧システム  
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk2_000001_00046.html 

② 測量業の方 ⇒ 建設関連業登録業者情報提供システム 
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000059.html 

 Yes 自分の登録情報が掲載されていることを確認した  No 申請したはずだが自分の登録情報が掲載されていない 

 Yes 既に登録申請済みである 

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk2_000001_00046.html
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000059.html
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≪記載例≫ 
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≪記載例≫ 
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≪記載例≫ 
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≪記載例≫ 
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「② 営業所一覧表」［様式２］ 

「営業所一覧表」は、申請日現在で作成してください。記載事項が１枚で終わらない場合には、同一の様式

を用いて引き続き延長して記入してください。 

(1) 番号 の欄には、1 から連番を記載してください。 

(2) 営業所名称 の欄には、常時契約を締結する本店又は支店等営業所の名称を記載してください。その際、

登記事項証明書上の本店の名称を最初に記入してください。 

(3) 所在地 の欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで都道府県名から記載してください。 

また、丁目・番地は「－（ハイフン）」により省略して記載してください。 

(4) 電話番号・ＦＡＸ番号 の欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号をそれぞれ左詰めで記載するこ

ととし、市外局番・市内局番及び番号は「－（ハイフン）」で区切ってください。 

 
  

（注）存在しない架空の営業所等を記載した場合には、競争参加資格の認定が受けられず、また、認定後発

覚した場合には、資格認定を取り消されることがありますので、ご注意ください｡ 
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≪記載例≫ 
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「③ 技術者経歴書」［様式３］ 

以下の記載例を参考に、この様式の末尾にある記載要領に従って記載してください。 

なお、記載事項が１枚で終わらない場合は、同一の様式を用いて引き続き延長して記載してください。 

≪記載例≫ 

 
 

「④ 登記事項証明書の写し」 

登記事項証明書とは、法務局等に登記された商業登記簿法（昭和 38 年法律第 125 号）第 6 条第 5 号から第

9 号までに掲げるもののいずれかの謄本をいいます。登記事項証明書の写しについては、法人の方が申請する

場合に提出してください。 

 

「⑤ 事業上必要な登録証明書の写し」 

事業上必要な登録証明書の写しは下記のとおりとします。 

希望する業務 必要な登録証明書の写し 

「測量一般」、「航空測量」 測量業者登録証明書 

「環境調査」のうち、濃度測定、音圧レベル測定及

び振動加速度レベル測定、特定濃度測定を行う場合 
計量証明事業者登録証明書 

「建築設計」 建築士事務所登録証明書 

「土地評価業務」のうち、不動産鑑定を行う場合 不動産鑑定業者であることを証する書面 

※上記登録証明書については、それぞれの発行官公署において定められた様式によるものとし、証明年月日が

申請書提出時以前の 3 か月以内のものとしております。 

※証明書の必要な業種を希望しない場合でも、19 登録を受けている事業に登録がある旨を記載している場合
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は、該当する証明書を添付してください。 

 

「⑥ 財務諸表類」 

申請日直前の事業年度分の財務諸表（1 年分）を提出してください｡ 

○法人の場合・・・ 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表 

○個人の場合・・・ 貸借対照表、損益計算書（または、これらに類する書類） 

なお、資格審査受付期間中に審査基準日を含む 1 年の事業年度における財務諸表類の調整が完了しない場合

には、直前 1 年の事業年度における前年度の財務諸表類を提出してください。 

 

「⑦ 納税証明書の写し」 

添付書類として「納税証明書の写し」を提出していただきます｡この「納税証明書の写し」が添付されていな

い場合には、資格審査申請書類を受理することはできません。 

(1)添付を必要とする納税証明書の様式 

下記、書式その 2 に加え、書式その 3 のいずれか一枚を添付してください。 

 

様式 証明の内容 個人 法人 

国税通則法施行規則 

別紙第 9 号書式その 2 

「申告所得税」（個人）、「法人税」（法人）に係る所得

金額の証明書 
必須 必須 

国税通則法施行規則 

別紙第 9 号書式その 3 

「申告所得税及び復興特別所得税」（個人）、「法人税」（法

人）、「消費税及び地方消費税」（個人及び法人）につい

て未納の税額のないことの証明書 

○ ○ 

国税通則法施行規則 

別紙第 9 号書式その 3 の 2 

「申告所得税及び復興特別所得税」、「消費税及び地方

消費税」について未納の税額のないことの証明書 
◎  

国税通則法施行規則 

別紙第 9 号書式その 3 の 3 

「法人税」、「消費税及び地方消費税」について未納の

税額のないことの証明書 
 ◎ 

※できる限り、「◎」のついた証明書を添付してください。（「○」のついた証明書は税目単位の証明書ですの

です。） 

(2)納税証明の対象 

個人：申告所得税及び復興特別所得税、消費税及び地方消費税について所得金額及び未納の税額のないこと 

の証明 

法人：法人税、消費税及び地方消費税について未納の税額のないことの証明 

(3)有効な納税証明年月日及び提出方法 

申請の際に、 証明年月日が申請書提出時以前で 3 か月以内のものの写しを添付してください。また、未

納税額の記載があり、その納期限が申請書提出時以前である場合には、納税済みであることを証明する領

収書等を添付してください。 
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「⑧ 委任状」（行政書士等が代理申請をする場合のみ） 

行政書士等の代理人による申請（申請代理人の名義による申請）が可能です｡ 

なお、代理申請を行う場合は、申請者本人から申請代理人への委任状の提出が必要です｡ 

(1)委任状の提出 

代理申請する場合には、申請者本人（代表者）から申請代理人（行政書士等）への委任状の提出が必要で

す｡委任状は、必ず次の条件を満たすものの正本を PDF ファイルにまとめて提出してください｡ 

【委任状の条件】 

①委任状の日付が申請日から 3 ケ月以内のもの｡ 

②委任の範囲が具体的に記載していること｡ 

③受任者が行政書士の場合には、行政書士の登録番号（行政書士証票の番号）の記載があること｡ 

④委任者・受任者の住所、氏名の記載があること｡ 

⑤委任者の押印があること。 

 

≪委任状例≫ 

 

 

６．外国事業者が申請をする場合の提出書類等 

(1)「①競争参加資格申請書（測量・建設コンサルタント等）」の 10 本社（店）住所 欄については、本店の

所在する国名及び所在地名を記載してください。 

なお、日本国内に連絡場所がある場合には、その所在地を欄外に記載してください。 

(2)「①競争参加資格申請書（測量・建設コンサルタント等）」の 11 商号又は名称 欄については、株式会社

等の法人の種類を表わす漢字が商号にない場合には、略号の記載は不要です。 

(3)登記事項証明書又は身元証明書については、証明書等に代えて、当該国の管轄官庁又は権限のある機関の

発行書面としてください。 

(4)提出する書類等について、外国語で記載された事項については、日本語の訳文を添付してください。 

(5)申請書類の金額提示は、邦貨に換算する必要がある場合には、基準日における出納官吏事務規程（昭和 22

年大蔵省令第 95 号）第 16 条に規定する外国貨幣換算率により換算して得た額を記載してください。 

委任状 

（受任者） 

住    所 

登録番号 

氏    名                       

電話番号 

私は上記の者を代理人と定め、西日本高速道路㈱の競争参

加資格審査の申請について次の権限を委任します｡ 

（委任事項） 

１．申請書類の作成 

２．申請代理 

３． 記載事項の訂正 

令和 年 月 日 

（委任者） 

住   所 

商号又は名称                     印 

代表者氏名 
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第４ 合併等により設立された会社の申請方法 

競争参加資格審査申請書を申請した日以降に合併、事業譲渡及び会社分割（以下「合併等」といいます｡）を行

った場合は、合併等に伴う競争参加資格の承継手続きが必要です。また、一部の事業譲渡または会社分割を行っ

た譲渡人についても、併せて手続きが必要です。 

合併等により新たに設立された会社については、「第３ 会社・個人事業者の申請方法」のほか、以下の方法で

申請してください。 

 

１.合併等により新たに設立された会社の種類及び特例等 

(1)合併等により新たに設立された会社の種類 

「合併等により新たに設立された会社」とは、次の①から③までに掲げる会社をいう。 

① 合併 

合併により新たに会社が設立された場合における新設会社（以下「合併新設会社」という。）又は合併

によりその一方が存続した場合における存続会社（以下「合併存続会社」という。） 

② 事業譲渡 

イ．親会社が、その事業の全部又は一部を独立させるため新たに子会社を設立し、子会社が親会社の当該

事業部門を譲り受けたことにより、親会社の当該事業部門の事業活動が廃止され、又は休止された場合

における子会社 

ロ．新たに会社が設立され、当該会社が他の会社の事業の全部又は一部を譲り受けたことにより当該事業

を譲渡した会社（以下「承継譲渡会社」という。）の当該事業部門の事業活動が廃止され、又は休止され

た場合における新設会社（以下「承継譲受会社」という。） 

ハ．既存の会社が他の会社から事業の全部又は一部を譲り受けたことにより当該事業を譲渡した会社（以

下「譲渡会社」という。）の当該事業部門の事業活動が廃止され、又は休止された場合における当該事

業を譲り受けた会社（以下「譲受会社」という。） 

③ 会社分割 

事業の全部又は一部を他の会社に承継させるために会社分割を行った会社（以下「分割会社」という。）

の当該事業部門の事業活動が廃止され、又は休止された場合における当該事業を承継した会社（以下「分

割承継会社」という。） 

(2)入札参加資格停止に伴う減点における特例 

合併等の当事会社において、入札参加資格停止に伴う減点がある場合は、当社の「資格審査要領」で定め

る基準により、算定します。 
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「第３ 会社・個人事業者の申請方法」の場合と同様です｡

（6 ページ参照） 

２．申請書類 

申請書類は、次のとおりです。様式が定められているものは、所定の様式で提出してください。 

 
 

３.提出部数 

４.申請書類の作成方法 

５.申請書類の記載要領 

「第３ 会社・個人事業者の申請方法」の場合の記載要領のほか、次の点に留意してください。 

なお、記載する内容は、合併、事業譲渡又は会社分割の後のものとしてください。 

 

「① 合併等に伴う競争参加資格承継申請書」［様式４］ 

(1)事業譲渡、会社分割の場合は、譲渡・分割によって承継会社が承継する当社の希望業種区分について、漏れ

なく記入してください。 

① 競争参加資格承継申請書    ･･････ 様式４ 

② 競争参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等） ･･････ 様式１ 

③ 営業所一覧表     ･･････ 様式２ 

④ 技術者経歴書     ･･････ 様式３ 

⑤ 納税証明書の写し 

⑥ 委任状（行政書士等が代理申請をする場合のみ） 

【合併の場合】 

⑦ 合併契約書の写し 

⑧ 合併後の登記事項証明書の写し 

⑨ 合併新設会社又は合併存続会社の事業上必要な登録証明書の写し 

⑩ 合併新設会社の開始貸借対照表 又は合併存続会社の合併登記の日における財務諸表類 

⑪ 上記⑩が無い場合は、合併前の合併存続会社の直前の決算にかかる財務諸表類 

【事業譲渡の場合】 

⑫ 事業譲渡契約書の写し 

⑬ 譲渡会社及び譲受会社の株主総会議事録の写し（株主総会の承認が必要な場合に限る。） 

⑭ 事業譲渡後の譲渡会社及び譲受会社の登記事項証明書の写し 

⑮ 事業譲渡後の譲受会社の事業上必要な登録証明書の写し 

⑯ 譲受会社の譲渡日または設立時における財務諸表類 

⑰ 上記⑯が無い場合は、事業譲渡前の譲受会社の直前の決算にかかる財務諸表類 

【会社分割の場合】 

⑱ 会社分割契約書の写し 

⑲ 会社分割後の分割会社及び分割承継会社の登記事項証明書の写し 

⑳ 会社分割後の分割承継会社の事業上必要な登録証明書の写し 

㉑ 分割承継会社の分割日または設立時における財務諸表類会社 

㉒ 上記㉑が無い場合は、会社分割前の分割承継会社の直前の決算にかかる財務諸表類 

※⑨、⑮、⑳の事業上必要な登録証明書の写しは下記のとおりとします。 

希望する業務 必要な登録証明書の写し 

「測量一般」、「航空測量」 測量業者登録証明書 

「環境調査」のうち、濃度測定、音圧レベル測定及

び振動加速度レベル測定、特定濃度測定を行う場合 
計量証明事業者登録証明書 

「建築設計」 建築士事務所登録証明書 

「土地評価業務」のうち、不動産鑑定を行う場合 不動産鑑定業者であることを証する書面 

※合併の場合は①～⑪、事業譲渡の場合は①～⑥及び⑫～⑰、会社分割の場合は①～⑥及び⑱～㉒の書類

をその順序で、①～④を１つの Excel がファイルに、それ以外を１つの PDF ファイルにまとめて、当社

ホームページの「競争参加資格審査申請書（工事、調査等）送信フォーム」から電送してください。 

※委任状の委任者を除いて押印は不要です。 
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(2)合併理由は簡潔明瞭に記入してください。 

「② 競争参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）」［様式１］ 

(1) 20 測量等実績高 の「④直前 2 か年間の年間平均実績高」の欄には、次の①から③までに掲げるものを

記載してください。 

①合併新設会社又は合併存続会社にあっては、それぞれの合併前の合併当事会社の年間平均完成実績

高の合計を記載してください。 

②子会社、承継譲受会社又は新設分割による分割承継会社にあっては、親会社、承継譲渡会社又は分割

会社からの事業部門の譲受けに係る年間平均完成実績高を記載してください。 

③譲受会社又は吸収分割による分割承継会社にあっては、譲渡会社又は分割会社からの事業部門の譲

受け前の年間平均完成実績高と譲渡会社からの事業部門の譲受けに係る年間平均完成実績高との合

計を記載してください。 

(2) 21 有資格者数(人) 欄については、次の①又は②に掲げる当該職員数を記載してください。 

①合併新設会社又は合併存続会社にあっては、合併登記日における有資格者の数を記載してください。 

②子会社、承継譲受会社、譲受会社又は分割承継会社にあっては、設立登記日又は譲受日における有資

格者の数を記載してください。 

(3) 23 自己資本額 25 貸借対照表 の「①流動資産」、「②流動負債」、「③固定資産」及び「④総資本

額」の各欄は、次の①から⑤までに掲げるものを記載してください。 

①合併新設会社にあっては、設立時の開始貸借対照表をもって記載してください。ただし、設立時の開

始貸借対照表がない場合には、記載しないでください。 

②合併存続会社にあっては、合併登記日における財務諸表類中の貸借対照表もって記載してください。

ただし、合併登記日における財務諸表類がない場合には、合併前の合併存続会社の財務諸表類中の貸

借対照表をもって記載してください。 

③子会社にあっては、譲受日（事業譲渡の契約上定められている事業譲渡の期日以降であって、かつ、

事業譲渡を受けたことにより新たな経営実態が備わっていると認められる期日をいう。以下同じ。）

又は設立時における財務諸表類中の貸借対照表もって記載してください。ただし、譲受日における財

務諸表類がない場合には、記載しないでください。 

④承継譲受会社又は新設分割による分割承継会社にあっては、設立時における財務諸表類中の貸借対

照表を記載してください。ただし、設立時における財務諸表類がない場合には、記載しないでくださ

い。 

⑤譲受会社又は吸収分割による分割承継会社にあっては、譲受日における財務諸表類中の貸借対照表

をもって記載してください。ただし、譲受日における財務諸表類がない場合には、譲受け前の譲受会

社の財務諸表類中の貸借対照表を記載してください。 

(4) 28 事業年数等 の「④事業年数」欄には、次の①から④までに掲げるものを記載してください。 

①合併新設会社の場合は、合併前の合併当事会社の事業年数の平均とする。 

②合併存続会社の場合には、存続会社の事業年数とする。 

③子会社、承継譲受会社又は新設分割による分割承継会社にあっては、親会社、承継譲渡会社又は分割

会社からの譲受けに係る事業部門の事業年数とする。 

④譲受会社又は吸収分割による分割承継会社にあっては、当該譲受会社又は分割会社の事業年数とす

る。 

 

「③ 営業所一覧表」［様式２］ 

「営業所一覧表」は、合併等後の営業所を記載してください。 

 

「④ 技術者経歴書」［様式３］ 

「技術者経歴書」は、合併等後の技術者について、様式の末尾にある記載要領に従って記載してください。 
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６.合併等後の再審査 

申請書類の提出後又は有資格者として認定された後に、合併、事業譲渡又は会社分割を行った場合には、速

やかにその旨を申請書類の送付先（4 ページ参照）に届け出るとともに、競争参加資格の再申請を行ってくだ

さい｡ 

また、当社と現に契約中である調査等の手続きの方法も含め、合併等に関する手続きについて不明な点等あ

りましたら、申請書類の送付先（4 ページ参照）にお問い合わせください。 

 

７.その他 

合併等により、有資格者として認定された法人が消滅した場合、登録業種に係る業務を廃業した場合など

は、「第５ 変更事項の届出方法等（27 ページ参照）」により、変更届を提出してください。 
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≪会社分割を行った場合の記載例≫ 
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第５ 変更事項の届出方法等 

１.申請した事項の変更等の届出 

申請書類の提出後又は有資格者として認定された後に次に掲げる(1)～(4)の場合に該当するときは、速やか

に、「競争参加資格審査申請書変更届（工事、調査等）」(別記様式)及び添付書類を提出してください。 

なお、代理申請を行う場合は、申請者本人から申請代理人への委任状（委任者の押印が必要。P21 参照）も

提出してください。 

(1)申請者又は有資格者として認定された方が次に該当した場合 

①死亡したとき 

②法人が合併等により消滅したとき 

③法人が破産により解散したとき 

④法人が合併等又は破産以外の事由により解散したとき 

⑤廃業したとき（一部廃業を含む） 

⑥契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者になったとき 

(2)申請者又は有資格者として認定された方が次の事項を変更した場合 

区分 変更事項 添付書類 

法人 

本社（店）住所  登記事項全部（又は一部）証明書の写し 

商号又は名称 ※① 登記事項全部（又は一部）証明書の写し 

本社（店）代表者の氏名 ※① 登記事項全部（又は一部）証明書の写し 

本社（店）の電話番号又はＦＡＸ番号 ― 

許可・登録の状況 ※② 許可・登録等の証明書の写し 

営業所の名称、住所、電話番号及びＦＡＸ番号 

※③ 
― 

営業所の新設 新設した営業所に係る営業所一覧表 

営業所の閉鎖 ― 

個人 

住 所  住民票の写し 

氏 名 ※① 戸籍謄本（又は抄本）の写し 

電話番号又はＦＡＸ番号 ― 

許可・登録の状況 ※② 許可・登録等の証明書の写し 

共通 メールアドレス（お知らせ配信用） ― 

※①商号又は名称、代表者氏名及び本店住所については、カタカナでフリガナを付してください。 

※②許可・登録の状況については、更新のみ行った場合（一切変更がない場合）は必要ありません。 

※③支店長、営業所長の氏名の変更については、変更届は不要です。 

(3)合併、事業譲渡又は会社分割を行った場合 

合併、事業譲渡又は会社分割を行った場合は、速やかにその旨を届け出るとともに、競争参加資格の再申

請を行っていただきます。 

なお、再申請の方法は、「第４ 合併等により設立した会社の申請方法」（22 ページ）を参照してください。 

(4)認定を受けた業種の全部又は一部を取り下げる場合 

資格認定の取り下げについては、申請者の方の自由です。ただし、資格の有効期間内にもかかわらず、認定

を受けた資格について取り下げた場合、同一有効期間内は、当該資格については再度の申請をすることはで

きませんのでご注意ください。 

また、申請書類を一度提出した場合、資格認定を受ける以前であっても、当該申請を取り下げた場合につ
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いては、認定後と同様に当該有効期間内での再度の申請をすることはできませんので、ご注意ください｡（た

だし、インターネット方式における一定期間内での申請データの削除は除きます。） 

２.変更届の提出先及び提出方法 

(1)提出先及び提出方法 

原則として電送方式によるものとします。申請書類は、変更届は Excel ファイル、添付書類は PDF ファイ

ルに各々１つのファイルにまとめて、当社ホームページの「競争参加資格審査申請書（工事、調査等）送信

フォーム」から電送してください。 

(2)提出部数 

工事、調査等の登録ごとに１部提出してください｡ 

（変更内容が工事、調査等で同一の場合は、同時に申請できます。） 

３.変更届の作成方法 

以下の記載例に従って作成ししてください。 

≪記載例≫ 

 
※競争参加資格認定通知書は発行しておりません。「業者コード」は当社のホームページに掲載している「有資格

者名簿」でご確認ください。 

４.契約案件に係る変更事項の届出について 

契約案件に係る変更事項が発生した場合については、契約案件ごとに契約担当者へ連絡し、競争参加資格審

査の変更届けとは別に所要の手続きを行う必要があります。 
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第６ 資格認定後の業種区分追加の申請 

１.資格認定後の業種区分追加の申請 

令和7・8年度の競争参加資格について、認定を受けた後、新たに登録業種区分の追加（以下「追加申請」と

いう。）を希望する方は、次の事項を留意のうえ申請書類を作成してください。 

なお、次の業務を希望する場合は、次に掲げる条件を満たしていない方は追加申請できませんので、ご注意

ください。 

(1)「測量一般」及び「航空測量」については、測量法第 55 条による測量業者登録を受けていること。 

(2)「環境調査」のうち、濃度測定、音圧レベル測定及び振動加速度レベル測定を行う場合は、計量法第 107

条による計量証明事業者登録を受けていること。 

(3)「建築設計」については、建築士法第 23 条による建築士事務所の登録を受けていること。 

(4)「土地評価業務」のうち、不動産鑑定を行う場合については、不動産の鑑定評価に関する法律第 22 条に

よる、不動産鑑定業者登録を受けていること。 

 

２．申請書類の提出先及び提出方法 

原則として電送方式によるものとします。申請書類は、様式が定められているものは Excel ファイルに、そ

れ以外は PDF ファイルに、各々１つのファイルにまとめて、当社ホームページの「競争参加資格審査申請書（工

事、調査等）送信フォーム」から電送してください。 

 

３．申請書類 

４．提出部数 

５．申請書類の作成方法 

６．申請書類の記載要領 

「第３ 会社・個人事業者の申請方法」における記載要領のほか、次の点に留意してください。 

 

「競争参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）」［様式１］ 

(1) 01 新規／更新 欄については、「更新」を選択してください。 

(2) 19 登録を受けている事業 の欄については、今回追加を希望する業種区分に必要な登録証明書等をもと

に記載してください。なお、記載する場合は、該当する登録証明書を添付してください。 

(3) 20 測量等実績高 の「②直前２年度分決算」、「③直前 1 年度分決算」及び「④直前 2 か年間の年間平均

実績高」の各欄は、令和 9・10 年度の資格審査において提出した申請書類をもとに記載してください。 

その際、今回追加を希望する業種区分の実績高については、当初申請時に「35 希望しない調査等の業種実績」

に実績高を計上していた場合のみ、その実績高の範囲内で金額を計上することができます。 

ただし、既に資格を有している業種区分の実績高及び合計実績高を変更することはできません。「⑤申請希

望の有無」の欄は、既に資格を有している業種については○印を付し、今回追加を希望する業種については

△印を付してください。 

(4) 21 有資格者数 の欄については、人数に変更のあった場合のみ記入してください。 

(5) 22 建設コンサルタント、補償コンサルタント及び計量証明登録業者の登録部門 の欄については、(2)に

記載した場合は該当する登録部門に対応する番号に○印を付してください。 

(6) 23 自己資本額 から 29 常勤職員の数 の各欄については、変更することはできません。 

(7)追加申請する場合は、様式１の余白に「業種の追加を申請します。」と朱書きで記載してください。 

  

「第３ 会社・個人事業者の申請方法」の場合と同様です｡ 

（6 ページ参照） 

※ただし、申請書類のうち「営業所一覧表」、「技術者経歴書」、「登記事項証明

書の写し」、「事業上必要な登録証明書の写し」及び「納税証明書の写し」に

ついては、当初の申請と同一のものであれば添付する必要はありません。 

また、「財務諸表類」については、添付する必要はありません。 
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≪記載例≫ 



31 

《令和 9・10 年度当社の希望業種区分及び主な業務内容》 

 
注）上記業務の施行に当たっては、当社の調査等請負契約書等に定める管理技術者、照査技術者又は現場作業責任者として 

国家資格等を有する者を設置することが求められます。 

 

主な業務内容

1 測量一般 地形測量、路線測量、用地測量、水深測量等（地図の調整及び測量用写真の撮影を含む）

2 航空測量 航空測量（地図の調整及び測量用写真の撮影を含む）

3 地質・土質調査 地表踏査、地質調査、物理調査、土質調査、水文調査（水質調査を含む）、土木構造物基礎調
査、砂防調査、地すべり調査及び解析等

4 環境調査 環境影響評価、環境現状調査、環境影響予測、環境保全対策及び解析等

5 交通量調査・解析 交通量調査・解析・推計業務、交通運用計画　等

6 道路設計 道路の土木工事（橋梁及びトンネルに係るものは除く）に係る施工計画及び設計並びに工事の発
注に係る数量のとりまとめ及び図面の修正

7 橋梁設計 道路の橋梁上下部工工事に係る施工計画及び設計並びに工事の発注に係る数量のとりまとめ及び
図面の修正

8 トンネル設計 道路のトンネル工事に係る施工計画及び設計並びに工事の発注に係る数量のとりまとめ及び図面
の修正

9 標識設計 道路の標識工事（照明設備を有するものを含む）に係る設計

10 その他土木設計 道路以外の土木工事（河川・砂防、海岸・港湾）に係る施工計画及び設計並びに工事の発注に係
る数量のとりまとめ及び図面の修正

11 建築設計 事務所の社屋、料金所、公衆便所、車庫、社員宿舎、汚水処理施設等の建築工事に係る設計

12 電気設備設計 照明施設、電力ケーブル施設（管路を含む）、屋内電気施設、受配電設備、自家発電設備、無停
電電源設備、直流電源設備及び工事用仮設電力設備の電気工事に係る設計

13 通信設備設計 有線電気通信線路（管路を含む）、遠方監視制御設備、情報交換設備、情報ターミナル設備、伝
送交換機設備、衛星通信設備、可変式道路情報板設備、信号機設備、気象観測設備、交通量計測
設備、画像設備、無線通信設備、トンネル内ラジオ再放送設備、トンネル内拡声放送設備、ハイ
ウェイラジオ設備、路車間情報通信設備、及び自動料金収受設備の通信工事に係る設計

14 機械設備設計 給排水施設、衛生施設、ガス施設、空気調和施設、散水・融雪施設、道路トンネル用の火災報知
設備、水噴霧設備、消火栓設備、トンネル換気用送・排風機設備、集塵機設備、車重計設備、軸
重計設備、汚水処理設備、ゴミ処理設備、エレベーター昇降設備、クレーン設備、ポンプ設備及
び清掃点検等自動化設備の機械工事に係る設計

15 造園設計 道路の造園工事に係る設計並びに工事の発注に係る数量のとりまとめ及び図面の修正、緑地効果
（地球温暖化対策に関する）調査、検討　等

16 土木施工管理 土木関連工事に係る施工管理業務、土木関連設計に係る調査等管理業務

17 建築施工管理 建築工事に係る施工管理業務、建築設計に係る調査等管理業務

18 設備施工管理 機械・電気・通信工事に係る施工管理業務、機械・電気・通信設計に係る調査等管理業務

19 造園施工管理 造園工事に係る施工管理業務、造園設計に係る調査等管理業務

20 土木保全点検 土木構造物に係る保全点検業務、保全管理業務、詳細点検・検討業務

21 施設保全点検 施設に係る保全点検業務、保全管理業務、詳細点検・検討業務

22 権利調査 公図（地図）調査、土地登記簿等調査及び権利者の確認に関する調査等

23 土地評価業務 土地に関する補償算定業務（不動産鑑定を含む。）

24 物件等調査 建物調査、 機械工作物等調査、営業に関する調査、予備調査、移転工法案検討調査等及びこれら
の調査に基づく補償算定業務

25 事業損失関係調査 建物等損傷調査、日照阻害調査、電波障害調査等及びこれらの調査に基づく費用負担の算定業務

26 補償関連業務 事業認定申請図書の作成　等

27 電算業務 データ入力（計算業務を含む）、システム開発・メンテナンス、技術・管理システム等の評価検
討調査

28 図面・調書作成 完成図作成、技術資料等作成業務（保存文書整理業務、工事記録調書作成、施設管理台帳、道路
標識等の調書作成）、管理用図面作成（境界点測量を含む）　等

29 記録・資料作成 土木・施設に関する技術・知識等を必要とする記録・事業説明資料作成、模型作成、各種映画、
パース作成、コンピュータを用いたシミュレーション構築

30 品質管理業務 土工・舗装・コンクリート構造物の品質管理に係る調査・検討　等

31 維持修繕調査 舗装、塗装の維持修繕に関する調査、解析

32 気象関係調査 気象・雪氷に関する調査

33 経済調査 経済調査、材料価格調査、整備効果検討　等

34 関連公共事業・施設調査 関連公共事業（土木関係施設、農林関係施設等）調査（排水系統の調査を含む）

希望業種区分
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競争参加資格審査申請に伴う不正行為等防止約款 

（総則） 

第１条 西日本高速道路株式会社（以下「甲」という。）及び競争参加資格申請書の提出者（以下「乙」と

いう。）は、日本国の法令を遵守し、入札・契約手続に係る不正行為等を防止するため、この約款に定め

る事項について、誠実にこれを履行しなければならない。 

２ 乙は、この約款を遵守することを誓約したうえで、競争参加資格申請書を甲に提出しなければならな

い。 

（不正行為の禁止） 

第２条 乙（全ての役員、社員、支配人又は使用人）は、次の各号に掲げる行為を一切行わないものとする。 

一 高速道路株式会社法（平成 16年法律第 99号）第 19条第 1項に規定する贈賄 

二 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）第 3 条に規定する私的

独占及び不当な取引制限 

三 前二号に掲げる行為を行う目的で、甲の役員又は社員と接触すること 

四 契約の履行に当たり故意に履行を粗雑にし又は材料等の品質若しくは数量に関して不正の行為をす

ること 

五 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げること 

六 監督又は検査の実施に当たり甲の社員の職務の執行を妨げること 

七 正当な理由がなくて契約を履行しないこと 

八 甲に提出する書類に虚偽の記載をすること 

九 その他甲に著しい損害を与えること 

十 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行に当たり、代理人、支配人

その他の使用人として使用すること 

十一 前各号に掲げる場合のほか、法令又は甲の諸規程等に違反するなど、不正又は不誠実な行為をし、

契約の相手方として不適当であると認められる行為 

２ 乙（全ての役員、社員、支配人又は使用人）は、第１項に規定する不正行為がある事実を知ったときは、

速やかに甲に届け出るものとする。 

３ 甲（全ての役員又は社員）は、入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害

すべき行為の処罰に関する法律（平成 14年法律第 101 号。以下「入札談合等関与行為防止法」という。）

第２条第５項に規定する入札談合等関与行為を一切行わないものとする。 

（再就職規制） 

第３条 乙は、甲の定める再就職に関する規制に反して、甲の役員又は社員であった者を受け入れてはなら

ないものとする。 

（不正行為に対する措置） 

第４条 甲は、乙が第２条第１項若しくは第２項又は第３条に違反したと認める場合は、甲の内規に基づき

入札参加資格停止又は競争参加資格認定取消の措置を行うものとする。 

２ 甲は、乙が第２条第１項第１号又は第２号に違反したと認める場合は、乙と締結する契約書に基づき、

違約金の請求を行うものとする。 

３ 甲は、第２条第３項に違反したものとして、公正取引委員会から入札談合等関与行為防止法第３条第１

項又は第２項に基づく求めがあったときは、同法に基づき調査等必要な措置を行うものとする。 

（情報の公表） 

第５条 甲は、入札手続の透明性を確保するため、入札状況等必要な情報を適切な方法で公表するものとす

る。 

（調査等への協力等） 

第６条 乙は、第２条又は第３条に規定する不正行為等の疑いがあると甲が認めるときは、甲の要請に基づ

き、ヒアリング、資料の提出等に協力するものとする。 

（紛争の解決） 

第７条 この約款に関し甲乙間に紛争が生じ、甲乙間の協議が整わなかったときは、日本国の裁判所をもっ

て合意による専属的管轄裁判所とし、調停又は訴訟により解決を図るものとする。 

（有効期間） 

第８条 この約款の有効期間は、競争参加資格申請書を提出した日から甲から認定されている競争参加資

格の有効期限までとする。  
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≪申請の事前チェック≫ 

以下の内容については、申請時に修正や差し替えが多い点です。申請書類提出前に事前チェ

ックをお願いします。 

 

□ 新規・更新（過去に一度でも当社に登録していた場合または令和 9・10年度の資格認定を

受けている方が工事種別の追加申請をする場合）を選択していますか。 

□ 更新の方は業者コードの欄に①過去に当社から交付された「競争参加資格認定通知書」ま

たは②「有資格者名簿」に記載されているコード番号（10桁）が記載されていますか。（例： 

1000012345） 

□ ＴＥＣＲＩＳ、ＰＵＢＤＩＳに登録をしている場合は、会社コードを記載されていますか｡ 

□ 年月日は申請書の提出日（発送日）が記載されていますか。 

□ 本社(店)住所のフリガナは、都道府県名を省略して記載されていますか。 

また、丁目・番地は、「－（ハイフン）」で省略して記載されていますか。 

□ 申請書類に用いる文字はＪＩＳ第一水準・第二水準ですか。 

左記水準以外の漢字については、類似漢字若しくは仮名に書き換えていますか。 

【例】 髙⇒高、﨑⇒崎、濵⇒浜・濱など 

□ 事業上必要な登録証明書の写しは、証明年月日が申請書類提出時の３ヶ月以内のものが添

付されていますか。 

【測量業者、建築士事務所、不動産鑑定業者、土地家屋調査士、計量証明事業者 等】 

□ 測量等実績高の欄で、次の業務を希望する者は、次の条件を満たしていますか。 

・「測量一般」、「航空測量」：測量法による測量業者の登録を受けていますか。 

・「環境調査」のうち、濃度測定、音圧レベル測定及び振動加速度レベル測定を行う場合：

計量法による計量証明業者の登録を受けていますか。 

・「建築設計」：建築士法による建築士事務所の登録を受けていますか。 

・「土地評価」：不動産鑑定を行う場合は不動産鑑定業者の登録を受けていますか。 

□ 「実績高」の欄には、消費税及び地方消費税を含まない金額が記載されていますか。 

□ 「20 測量等実績高」④の縦計が合わない場合、端数調整されていますか。 

□ ⑤申請希望欄には、希望する業種に対して○印が記載されていますか。 

また、○印の合計数は記載されていますか。（※追加を希望する業種の場合は△印です。） 

□ 「22 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ及び計量証明登録業者の登録部門」の欄には、登録を受

けている事業のみ「○」を記入していますか。 

また、「○」を記入している場合、登録証明書の写しは添付されていますか。 

□ 財務諸表類に「株主資本等変動計算書・個別注記表」が添付されていますか。 

□ 納税証明書その２に加え、その３、その３の２又はその３の３のいずれかの写しは添付さ

れていますか。（法人税若しくは申告所得税及び復興特別所得税、消費税及び地方消費税の

分が必要となります。納税証明書その１では受付ができません。） 

□ 技術者経歴書は、必要事項を網羅したものであれば、当社の指定の様式でなくても構いま

せん。 


